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食品の安全・安心を巡る動向と課題

調調査査研研究究

はじめに

近年､ 食品の安全・安心にかかる消費者の

関心が高まっている｡ これは､ ①O�157 (腸
管出血性大腸菌) や加工乳製品による集団食

中毒､ 食品の偽装表示の多発､ ②無登録農薬

の大規模な使用､ ③BSE (牛海綿状脳症) 問

題､ ④中国産冷凍ホウレンソウからの基準値

を上回る残留農薬検出等によって､ 消費者の

食品に対する信頼が大きく揺らいだことによ

るものである｡

これらについては､ 法令等の整備と農協系

統における対策等が実施されてきた｡ そこで

本稿では､ 食品安全基本法の制定を中心とす

る法整備の動向と､ 輸入食品の安全性確保対

策､ 農協系統の生産段階における対応状況等

について整理してみることとしたい｡

1 食品の安全性に係る法整備等の動向

(1) 食品安全法制等の整備と対応

ａ 国内BSEの発生と総括

国内でのBSE問題発生を契機に､ 2001年11

月に ｢BSE問題に関する調査検討委員会｣ が､

農林水産大臣・厚生労働大臣の私的諮問機関

として設置され､ 2002年４月に報告書がまと

められた｡

報告書のなかでは､ ①生産者優先・消費者

保護軽視の行政､ ②専門家の意見を適切に反

映しない行政､ ③事故を未然に防止しリスク

を最小限とするシステムの欠如､ ④正確な情

報提供と透明性の確保が不十分とされ､ 消費

者の保護を基本とした包括的な食品の安全を

確保するための法律制定と､ 独立性・一貫性

をもつリスク評価中心の新しい行政組織を構

築すべきものと提言された｡

これを受けて､ 2003年５月に食品安全基本

法 (以下､ 基本法) が公布され､ ７月から施

行された｡ また､ 厚生労働省関係では ｢食品

衛生法等の一部を改正する法律｣ ｢健康増進

法の一部を改正する法律｣､ 農林水産省関係

では ｢農林水産省設置法の一部を改正する法

律｣ ｢食品の安全性の確保のための農林水産

省関係法律の整備に関する法律｣ ｢飼料の安

全性の確保及び品質の改善に関する法律の一

部を改正する法律｣ ｢牛の個体識別のための

情報の管理及び伝達に関する特別措置法 (い

わゆる牛肉トレーサビリティ法)｣ ｢食品の製

造過程の管理の高度化に関する臨時措置法の

一部を改正する法律 (期限延長)｣ があわせ

て整備された｡

ｂ 食品安全基本法の制定

基本法はその第１条で目的を定め､ ｢食品

の安全性の確保に関し､ 基本理念を定め､ 関

係者の責務及び役割を明らかにするとともに､

施策の策定に係る基本的な方針を定めること

により､ 食品の安全性の確保に関する施策を

総合的に推進する｣ としている｡ そして､ 基

本理念として､ ｢①国民の健康の保護が最も

重要であるという基本的認識の下に､ ②食品

供給行程の各段階において､ ③国際的動向及

び国民の意見に配慮しつつ科学的知見に基づ

き､ 食品の安全性の確保のために必要な措置

が講ぜられること｣ とし､ これを受けて､ 国､

地方公共団体､ 食品関連事業者の責務と消費

者の役割が定められている｡

そして､ 施策の策定に係る基本的な方針と

して､ ①食品健康影響評価 (リスク評価) の

実施､ ②これに基づいた施策の策定 (リスク

管理)､ ③関係者相互間の情報・意見交換の

促進 (リスクコミュニケーション) を行うも

のとしている｡ 食品健康影響評価 (リスク評
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価)等の措置の実施に当たっては､ それらの

実施にかかる基本的事項は政府が定め､ 内閣

総理大臣は､ 食品安全委員会 (以下､ 安全委)

の意見を聞いて基本的事項 (案) を作成し､

閣議決定するものとされている｡

基本法で重要なのは､ ①厚労省､ 農水省を

超える､ 内閣府直属の機関として食品安全委

員会を設置したことと､ ②食品危害への対応

に当たって､ ｢リスク分析手法｣ の考え方を

取り入れたことであろう｡ ②は､ 欧州で先行

していた考え方であり､ 食品のリスク分析を､

｢①リスクアセスメント (リスク評価) の実

施､ ②これに基づいた施策の策定 (リスク管

理)､ ③関係者相互間の情報・意見交換の促

進 (リスクコミュニケーション)｣ に明確に

区分・機能分化するもので､ リスク評価はリ

スク管理機関から独立した安全委､ リスク管

理は厚労省・農水省等､ リスクコミュニケー

ションは安全委と厚労省・農水省等が実施す

ることとなる｡ また､ 食品健康影響評価 (リ

スク評価) は､ その時点の水準の科学的知見

に基づいて､ 客観的かつ中立公正に実施する

ものとされている｡

関係者の責務のうちで基本となるのは ｢食

品関連事業者の責務｣ であり､ ｢肥料､ 農薬､

飼料､ 飼料添加物､ 動物用の医薬品その他食

品 (その原料又は材料として使用される農林

水産物をふくむ) …の生産､ 輸入又は販売そ

の他の事業活動を行う事業者 (食品関連事業

者)は､ 基本理念にのっとり､ …自らが食品

の安全性の確保について第一義的責任を有し

ていることを認識して､ 食品の安全性を確保

するために必要な措置を食品供給行程の各段

階において適切に講ずる責務を有する｣ もの

とされており､ 農林水産物生産者に対しても

その責務について明確な規定が置かれている｡

ｃ その他の基本法関連法の主な改正内容等

厚労省関係の ｢食品衛生法等の一部を改正

する法律｣ は､ 食品衛生法､ と畜場法および

食鳥処理法を改正するもので､ 食品衛生法で

は､ ①目的及び国等の責務の明確化､ ②農薬

等の残留規制の強化 (ポジティブリスト制の

導入：2006.5.29実施)､ ③監視・検査体制の

整備とその一環としての ｢監視指導の指針及

び輸入食品監視指導計画の策定・公表｣ や､

これを受けた ｢都道府県等食品衛生監視指導

計画の策定・公表｣ ､ ④HACCP承認への更

新制の導入､ ⑤大規模・広域食中毒発生時の

厚労大臣による指示等が講じられた (2003年

５月公布)｡

農水省関係の ｢農林水産省設置法の一部を

改正する法律｣ では､ 農水省の組織再編も行

われ､ リスク管理部門の産業振興部門からの

分離・独立のために本省に食品安全行政と消

費者行政を担う ｢消費・安全局｣ が新設 (政

令による) された｡ また､ 食糧庁を廃止し食

糧事務所を ｢地方農政事務所｣ として再編し､

食糧業務に加えて食品安全業務を実施するこ

ととされ､ 本省・地方あわせて4,500名の体

制で食品安全行政に取り組むこととなった｡

この法律の施行から約３年が経過し､ 当時食

糧事務所員であった者の業務習熟により､ 近

時食品安全業務を担う地方農政事務所員によ

る業務実績が上がりつつあるとされる｡

(2) 輸入食品の安全性確保対策と現状

ａ 法制面での対応

輸入食品問題に関してまず初めに注目する

必要があるのが､ 基本法の制定過程で､ 輸入

食品については輸入先国の食品供給行程でも

適切な措置を講ずることが重要であるとの意

見を受け､ 第４条 (食品供給行程の各段階に

おける適切な措置条項) において､ ｢国の内

外における食品供給の行程｣ と修正が入った

ことである｡

2003年の食品衛生法等の一部改正では､ 監

視・検査体制の整備の一環としての ｢監視指
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導の指針及び輸入食品監視指導計画の策定・

公表｣ により､ 輸入食品に関する監視・検査

態勢が整備され､ 輸入食品監視指導計画のな

かに ｢輸出国における衛生対策の推進｣ 項目

等が設けられることとなった｡

ｂ 監視指導体制等の概要

輸入食品等の監視指導体制等の概要を図示

すると､ 第１図のとおりとなる｡ なお､ これ

とは別に､ 農水省による植物検疫､ 動物検疫

の制度があり､ 植物検疫は日本の農産物等に

有害な病害虫の侵入を防止することを目的に､

植物防疫法に基づいて行われている｡ 動物防

疫は､ 動物の病気の侵入を防止することを目

的に､ 家畜伝染病予防法に基づいて動物・肉

製品の検疫が行われており､ これら動物・植

物検疫は､ 上記の厚労省の検疫所による輸入

食品等の審査に先立って実施される (加工食

品等を除く)｡

食品衛生法に基づく厚労省検疫所 (全国31

ヶ所､ 食品衛生監視員約300名) による輸入

時の輸入食品チェックは､ まず初めに輸入届

出書に基づいて､ ①食品衛生法に規定する製

造基準への適合性､ ②添加物の使用基準の適

切性､ ③有害有毒物質の含有､ ④過去に衛生

上の問題があった製造者・所かの審査が行わ

れる｡ 次に､ 過去の違反事例､ 輸出国の情報､

原料・製造方法等からみて検査が必要か否か

の判断を行い､ 検査命令制度､ モニタリング

検査制度に基づく検査や､ 自主検査の指導が

行われる｡ 検査命令制度による検査は､ 輸出

国の事情､ 食品の特性､ 同種食品の違反事例

から､ 食品衛生法違反の蓋然性が高いと判断

される食品等について､ 厚労大臣の命により､

輸入者自らが検査を実施するものであり､ 適

法と判断されるまで輸入手続きを進めること

ができないものとなっている｡ モニタリング

検査制度による検査は､ 統計学上一定の信頼

度で違反を検出可能な検査数を基本に､ 同法

違反の蓋然性が低い食品等について､ 年間輸

入量と過去の違反実績を勘案した年間計画に

基づいて行われる検査で､ 試験検体の採取は

行われるが､ 判定を待たずに輸入手続きが行

われる｡ 自主検査の指導は､ 初回輸入時に､

輸入者としての食品衛生安全確保義務責任の

観点から必要項目につき自主検査を行うよう

指導が行われる場合がある｡ 検査の結果､ 合

第１図 輸入食品等の監視指導体制の概要

資料 厚労省医薬食品局食品安全部 (2006) ｢平成17年度輸入食品監視指導計画に基づく監視指導結果｣
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格すれば通関して国内流通するが､ 不合格と

なれば回収・廃棄または積戻しが行われる｡

なお､ 命令検査は､ 今回の食品衛生法改正で

対象となる食品等の政令指定が廃止され､ あ

らゆる物について検査できるよう手当された｡

ｃ 輸入食品監視の現状

具体的な輸入届出・検査・違反状況 (速報

値) は第１表のとおり､ 2005年度で輸入届出

件数は187万１千件､ 輸入重量は3,183万トン､

検査件数は19万件 (輸入届出件数の10.2％)､

違反件数は1,014件 (同0.1％) となっており､

検査件数のカバレッジは高いとはいえないも

のとなっている｡ また､ 年次別の輸入・届出

数量の推移は第２図のとおりで､ 輸入届出件

数が急増している｡ これに対応して検査総数

もキャッチアップが図られており､ 輸入届出

件数に対する検査総数の割合は､ ほぼ一貫し

て10％程度を維持している｡ なお､ 違反件数

の輸入届出件数に占める割合は､ 1983年以降

0.1％で推移している (1989年は0.2％)｡

2005年度の違反事例1,014件について条文

別にみると第２表のとおり､ 食品の微生物規

格や添加物の使用基準等の規格基準にかかる

食品衛生法11条違反が660件 (61.1％) と多

く､ 次にアフラキトシン等の有害・有毒物質

の付着等にかかる同法６条違反が218件 (20.2

％)､ 指定外添加物の使用にかかる同法10条

違反が165件 (15.3％) と続く｡

検査内容別にみると第３表のとおり､ 冷凍

食品等の微生物規格にかかる違反事例が346

件 (32.0％) と多く､ 次に指定外添加物の使

用や使用基準違反等の添加物にかかる違反事

例が334件 (30.9％)､ 有害・有毒物質の違反

事例が179件 (16.6％)､ 残留農薬の違反事例第１表 輸入届出・検査・違反状況

第２図 年次別輸入重量･届出件数の推移

届出件数
(件)

輸入重量
(千㌧)

検査件数
(件)

割 合
(％)

違反件数
(件)

割 合
(％)

2004年度 1,808,830 32,018 187,553 10.4 1,017 0.1

2005年度 1,871,173 31,825 190,959 10.2 1,014 0.1

資料 第１図に同じ
(注)１ 05年度の輸入重量は､ 2006年１～３月の計画輸入量を除

く速報値｡
２ 検査件数は､ 行政検査､ 登録機関検査､ 外国公的検査機
関検査の合計から重複を除いた数値｡
３ 割合は､ 届出件数に対する割合｡

資料 第１図に同じ

第２表 条文別違反事例 (2005年度)

条文 違反件数
(件)

構成比
(%) 主な違反内容

第６条
(販売を禁止
される食品
及び添加物)

218 20.2

とうもろこし､ 落花生､ ハトムギ､
バジルシード、アーモンド等のア
フラトキシンの付着､ 有毒魚類の
混入､ 下痢性・麻酔性貝毒の検出､
シアン化合物の検出､ 米の輸送時
における事故による腐敗・変敗・
カビ発生等

第10条
(添加物等の
販売等の制
限)

165 15.3

指定外添加物の使用(サイクラミン
酸､ TBHQ､ ポリソルベート、ア
ゾルビン、ヨウ素化塩､ キノリン
イエロー、ローダミンB、パラオキ
シ安息香酸メチル等)

第11条
(食品又は添
加物の基準
及び規格)

660 61.1

食品の微生物規格違反(冷凍食品の
大腸菌群等)､ 農薬・動物用医薬品
等の残留基準違反(野菜､ 冷凍野菜､
水産物及びその加工品等)､ 添加物
の使用基準違反(ソルビン酸､ 安息
香酸､ 着色料､ 二酸化硫黄等)

第18条
(器具又は容
器包装の基
準及び規格)

32 3.0 器具・容器包装の規格違反､ 原材
料の材質別規格違反

第62条
(おもちゃ等
についての
準用規定)

5 0.5 乳幼児が接触するおもちゃから指
定外着色料の溶出

計 1,080 (延べ数)
1,014 (違反届出件数)

資料 第１図の資料から作成

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。



調査と情報 2007.114

が57件 (5.3％)､ 残留動物用医薬品の違反事

例が54件 (5.0％)となっている｡

2005年度のモニタリング検査は､ 約７万８

千件実施され､ うち184件が法違反として回

収等の措置が講じられた｡ 法違反については､

必要に応じ検査率が強化され､ 残留農薬や残

留動物用医薬品で同一国の食品について２回

以上法違反があった場合等､ 法違反の蓋然性

が高いと見込まれる食品等については検査命

令の対象へと移行され､ アフラトキシンといっ

た有害・有毒物質の検出食品は､ 直ちに検査

命令の対象へと移行された｡

2005年度の検査命令は､ 全輸出国対象の16

品目および26ヶ国・１地域対象の137品目

(2006年３月31日現在) を検査命令の対象と

しており､ 約７万９千件の命令検査が実施さ

れ､ うち225件が法違反として積戻しまたは

廃棄の措置が講じられた｡

このほかに､ ①行政指導による積戻しまた

は廃棄等､ ②海外からの食品衛生問題発生情

報等に基づく緊急対応として､ 輸入時の監視

体制の強化や国内の流通状況の調査実施､ ③

輸入者への自主的な衛生管理の実施にかかる

指導として約１万８千件の輸入相談が行われ､

事前に法違反が判明した事例は691件となっ

た｡ なお､ 食品輸入時の検査体制の概要は第

３図のとおりとなっている｡

また､ 輸出国における衛生対策の推進とし

て､ 検査命令やモニタリング検査強化対象と

なった食品について､ ①輸出国政府に対する

違反情報の提供､ ②２国間協議等を通じた違

反原因究明や再発防止対策の要請が行われた｡

さらに､ 残留農薬やBSE等､ 輸出国の生産段

階の衛生対策確認が必要な場合には､ 輸出国

への専門家派遣により､ 衛生対策の現地調査

が行われた｡

なお､ 2006年５月に農薬等の残留規制の強

化 (ポジティブリスト制の導入) があり､ モ

ニタリング検査での当該違反件数が2006年度

上半期では100件 (前年同期15件) に増加し

た｡

2 農産物生産行程における危害発生要因と

対策

(1) 農場から食卓間の区分と危害発生要因

基本法は食品関連事業者の責務として､

｢食品の安全性を確保するために必要な措置

を食品供給行程の各段階において適切に講じ

る義務がある｣ としているが､ 食品供給行程

(ファーム・トゥ・テーブル＝農場から食卓

まで) の区分と区分ごとの危害発生要因例を

概観すると第４表のとおりとなる｡ 農産物生

産行程では､ 水質汚濁､ 土壌汚染等のインフ

ラに関する危害発生要因をはじめ､ 農産物全

資料 第１図に同じ

第３図 輸入時の検査体制の概要

資料 第１図の資料から作成
(注) 違反件数は､ 違反内容の延べ件数｡

第３表 違反内容別違反事例 (2005年度)

違反項目 違反件数 構成比 主な違反内容

微 生 物
規 格 346 35.7 中国､ タイ、ベトナム等の冷凍食

品等の大腸菌群等

添 加 物 334 34.4 中国乾燥野菜の二酸化硫黄残留基
準違反等

有害・
有毒物質 179 18.5 米国のとうもろこし等のアフラト

キシン付着等

残留農薬 57 5.9 中国のにら､ キャベツ等のクロル
ピリホス等

残留動物
用医薬品 54 5.6 中国えび等のテトラサイクリン系

抗生物質等

計 970 100.0
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般に関する残留農薬や､ 残留動物用医薬品､

不適正な家畜飼料といった畜産物に関する要

因に加え､ 病原細菌等の要因がある｡ また､

危害因子例としては､ カドミウム､ ダイオキ

シン､ 抗生物質､ 感染型食中毒菌等が挙げら

れる｡

農産物生産者においても ｢…自らが食品の

安全性の確保について第一義的責任を有して

いることを認識して､ 食品の安全性を確保す

るために必要な措置を…適切に講ずる責務を

有する｣ (基本法) ことを自覚して､ 生産行

程の危害発生要因を踏まえた適切な対処が求

められている｡

(2) 農産物生産行程における対策実施状況

ａ 行政等における対応状況

農産物生産行程(農場)における食品危害発

生リスクに対する対策は､ 最終的には適正農

業規範(GAP：Good Agricultural Practices)

の適用・実践に行き着くことになるものと考

えられる｡

GAPとは､ 欧州において先行している生

産者による食品危害防止対策であり､ 農産物

の生産において､ 病原微生物､ 残留農薬､ 汚

染物質､ 異物混入等の食品安全危害を最小限

に抑えるための､ 危害要因とその対応策を示

す手引きと実践である｡ 欧州のそれは､ ユー

レップ・ギャップ (Eurep�GAP) と呼ばれ､
生産者によるリスク分析に基づく対策と日常

検査等の記録を第３者認証組織が認証する仕

組みとなっており､ 最近ではことに輸出の多

い国等を中心にして国際基準とみなされつつ

ある｡

GAPの基本的な概念は､ HACCP (危害分

析重要管理点) の考え方・手法に類似してお

り､ 食品危害の発生可能性のある工程のなか

の重要なチェックポイント (重要管理点：

Critical Control Point；CCP) を分析・認

識 (Hazard Analysis；HA) し､ 作物生産

行程の実践のなかで重要管理点に着目・留意

して作業を行い､ それを記録するというもの

である｡ もっとも､ HACCPは､ もともとは

閉鎖的環境にある食品製造加工施設を対象に

考えられたものであり､ そのまま農産物生産

にあてはめるには無理があるともいわれてい

る｡

コーデックス (Codex) 委員会 (注１) の

食品衛生部会では､ ｢生鮮果実・野菜衛生管

理規範 (最終案step８)｣ が採択されている

(2003年８月)｡ ここでは､ 衛生的生産に関す

る管理点として､ 環境衛生､ 農業投入財､ 栽

培・収穫関連室内設備､ 作業員の健康・

衛生・衛生設備等を挙げ､ 管理の基準

を示している｡ 生鮮野菜・果実生産物

に関してはこれが基本的存在とされて

いる｡(社)日本施設園芸協会では農水省

委託補助事業として ｢かいわれ大根生

産衛生管理マニュアル｣ (1996年10月)､

｢水耕栽培の衛生管理ガイド｣ (1999年

３月) を策定し､ HACCPの考え方を

導入して生鮮野菜生産における微生物

危害対応方法を示してきたが､ 2004年

３月には土耕栽培も含めた ｢生鮮野菜

衛生管理ガイド｣ を策定して､ その普

第４表 食品の供給行程別の危害発生要因･因子例と予防策

資料 各種資料から筆者作成

食 品 の
供給行程

危害発生要因例 危害因子例 予 防 策

生産育成

水質汚濁
土壌汚染
残留農薬
動物用医薬品
不適正な家畜飼料
病原細菌

カドミウム
ダイオキシン
抗生物質
感染型食中毒菌
異常プリオン

GAP (＝適正農業規範)

(JA生産履歴記帳運動)

製造加工
食品添加物誤用･乱用
化学物質混入
病原微生物汚染

指定外添加物
ボツリヌス毒素

HACCP
(＝総合衛生管理製造過程)
GMP (＝適正製造規範)

販売流通
酸化・腐敗
病原微生物増殖
有害カビ汚染

サルモネラ菌
カビ毒

GHP (＝適正衛生規範)
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及に努めている｡ ここでは､ HACCPの考え

方に依拠しつつ食品供給行程の各段階におい

て発生する可能性のある微生物危害を､ 最小

限に止めるための基本的考え方と衛生管理基

準が示されている｡ また､ 農水省消費・安全

局は ｢食品安全のためのGAP｣ 策定・普及

マニュアル (初版､ 2005年４月) を野菜､ 果

樹､ 穀類､ きのこについて取りまとめており

(日本農林規格 (JAS) 協会による農水省の

補助事業)､ これまで個別に推進されてきた

トレーサビリティ､ 農薬対策､ 農業環境対策

等について､ 生産現場における統合的取組み

を推進し始めた｡

もともと､ GAPは､ 新たな ｢食料・農業・

農村基本計画｣ (2005年３月閣議決定)の ｢食

の安全と消費者の信頼の確保－リスク分析に

基づいた食の安全確保｣ の項において ｢…､

2006年度までに､ 主な作物別のGAP (適正

農業規範)の策定と普及のためのマニュアル

を整備し､ 各地域や作物の特性等に応じた

GAPの策定と､ これに基づく農業生産・出

荷等､ 農業者・農業団体や事業者による自主

的な取組みを促進する｡｣ ものとされている｡

また､ トレーサビリティは､ ｢同－消費者の

信頼｣ の項において ｢…､ 牛肉のトレーサビ

リティ制度を適切に運営するとともに､ 牛肉

以外の食品についても､ 農業者・食品産業事

業者による自主的な導入を促進する｡｣ もの

とされ､ 基本計画工程表では､ 2007年度に

｢生鮮食品及び加工度の低い加工品を対象と

して､ トレーサビリティ・システムを導入し

た品目の割合：50％｣ との目標が掲げられて

いる｡ フードチェーンにおけるGAPの位置

づけと､ 概念を図によって整理すると､ 第４

図､ 第５図のとおりとなる｡

都道府県行政におけるGAP推進体制の整

備状況を見てみると､ 2006年10月現在42道府

県で検討会等が設けられている｡

(注１) コーデックス (Codex) 委員会は､ FAOと
WHOの合同食品規格委員会で､ 消費者の健康保護､
公正な食品貿易確保等を目的に活動している｡ コー
デックスの基準は国際的な任意基準であるが､ WTO
加盟国間の貿易紛争時は ｢強制規格｣ となる｡

ｂ 農協系統における対応状況と課題

これまで､ 農協系統における食品の安全・

安心対策は､ 主に ｢食料の安全・安心確保に

向けたJAグループの取り組み方針｣ (2002.7､

全中) に基づいて､ ｢生産履歴記帳運動｣ と

して取り組まれてきた｡ これは､ 国内BSE感

染牛の発生､ 食品偽装表示事件の多発による

消費者の不信を払拭する等のための取組みで

あった｡ その内容は､ 農薬使用基準遵守を義

務付ける農薬取締法改正を受け､ 主に農薬を

食品危害要因として捉え､ トレーサビリティ

とも一体化して､ 記帳を通じて生産者の適正

防除等の意識を高め､ 記帳データで農薬等の

使用状況をチェックし､ 生産履歴を開示して､

国産農産物への信頼回復・高度化を企図する

ものとなっている｡ 具体的には､ ｢①適切な

生産基準を設定し､ ②その基準に基づいて適

切な生産管理・記帳を行い､ ③生産基準ごと

に農産物を分別管理し､ ④記帳内容に基づく

情報を取引先・消費者に提供する｣ (注２) も

のである｡

この取組みは､ 既に97％の農協で取組み・

実施 (2006.4現在) されているが､ ①対象品

目のカバレッジを高めたり､ ②必要に応じて

農薬以外のリスクについても対策を広げる等､

取組み内容の格差是正や､ 必要に応じたGAP

への拡大が検討されるべきものと考えられる｡

このことは､ 第24回JA全国大会決議にお

いても取上げられており､ ｢…すべての農畜

産物について生産履歴記帳の裏づけがあるも

のとなるよう､ …徹底をはかる｣ ､ ｢JAは､

生産履歴記帳を前提として､ 目的に応じた記

帳・管理項目を設定し､ 農業環境規範 (注３)

やGAP (適正農業規範) 等に対応する｣ と
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している｡

一般に､ トレーサビリティ自体には安全管

理機能は含まれないが､ 農協系統の ｢生産履

歴記帳運動｣ には前述のとおり一定の生産基

準に則った生産工程管理が含まれており､ 危

害要因は農薬に限定されているものの､ GAP

が一部取り入れられているものと考えられよ

う｡

今後､ 農協系統においては､ 生産履歴記帳

運動で培われた基盤の上に立って､ ①食の安

全・安心対策として､ 履歴情報の対象とする

品目の拡大､ その内部検査体制の整備と､ 川

下に対する情報伝達における汎用性のある仕

組み (とれたてネット (注４) 等) の推進､

および長期的には②農産物生産工程管理の高

度化・統合化を目差した農薬以外のリスクを

含めた工程管理としてのGAPの取組みを検

討していく必要があろう｡ (藤野信之)

(注２) 森田謙三 (2006) ｢JA生産履歴記帳運動と
食品安全GAP｣､ ２月､ 全中 食の安全・安心対策
室 (http://www.maff.go.jp/syohi_anzen/gap/180223
synpo/shiryo3.pdf)

(注３) 農水省がまとめた ｢環境と調和のとれた農
業生産活動規範｣ で､ 環境と調和のとれた農業生
産を行うために､ 農業者が実行・点検すべき基本
的な事項｡
(注４) 農協が､ 全農のシステムを使って農産物の
生産基準や施肥・防除等の記帳内容をウェブサイ
トで消費者に提供するもので､ 農産物に貼付した
識別番号で農協等を特定する｡ 2006年７月にシス
テム稼動し､ 試行中｡
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第４図 フードチェーンにおけるGAPの位置付けと施策の取組

資料 農水省 (2005) ｢『食品安全のためのGAP』 策定･普及マニュアル (初版)｣

第５図 食品安全GAPの概念

資料 第４図に同じ
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